
 

（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 兵庫県三木市令和3年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

75,571

73,649

176.51

37,044,106

36,050,823

937,474

19,811,182

37,706,949

人(R4.1.1現在)

人(R4.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

4.6

35.3

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H29  Ⅱ－２ H30  Ⅱ－２ R01  Ⅱ－２

R02  Ⅱ－２ R03  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※令和4年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和3年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

財政力

財政力指数 [0.69]
類似団体内順位

39/79
全国平均

0.50
兵庫県平均

0.60

財政力指数の分析欄

平成29年度以降は0.70で横ばいに推移していたが、令和3年度は0.69に

下がった。これは、コロナ禍の影響による市民税等の減収などで基準財政

収入額が減少する一方で、スクールバス運行台数の増加などにより基準

財政需要額が増加したためである。

今後は、令和4年度に策定する財政健全化計画に基づく事業見直し等に

より、歳出の抑制に努めていく。
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [87.6%]
類似団体内順位

41/79
全国平均

88.9
兵庫県平均

91.1

経常収支比率の分析欄

令和3年度の経常収支比率は87.6％であり、前年度の94.7％から大きく

改善している。これは、普通交付税の増加や地方消費税交付金の収入な

どにより、経常一般財源等が大幅に増加したためである。

しかし、この度の経常収支比率の改善は全国的かつ一時的な現象であ

り、本市の財務体質が改善した結果ではない。そのため、今後も引き続

き、事業見直し等により経常的な支出の抑制に取り組む必要がある。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [149,976円]
類似団体内順位

48/79
全国平均

155,088
兵庫県平均

156,063

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

人口1人当たりの人件費・物件費等は、年々増加傾向であり、前年度か

ら4,735円増加している。このうち主な要因は物件費の増加であり、新型コ

ロナウイルスのワクチン接種に係る費用が大きく影響している。

今後も、全国的な賃金アップや物価高騰が進んでいることから、人件費

及び物件費の増加が続くものと予測される。そのため、事業の見直しや業

務の効率化等を行い、歳出の抑制に努めていく必要がある。
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [100.7]
類似団体内順位

71/79
全国市平均

98.8
全国町村平均

96.3

ラスパイレス指数の分析欄
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定員管理の状況

人口1,000人当たり職員数 [6.88人]
類似団体内順位

31/79
全国平均

8.21
兵庫県平均

8.54

人口1,000人当たり職員数の分析欄
(人)
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [4.6%]
類似団体内順位

24/79
全国平均

5.5
兵庫県平均

5.8

実質公債費比率の分析欄

実質公債費比率は一時期は改善傾向にあったものの、令和元年度を境

に悪化しており、令和3年度は前年度から1.1％上がっている。これは、合

併特例債や臨時財政対策債などの償還が増加したためである。

今後は、公共施設等の更新・改修等の大型事業を予定しており、公債費

が増える事に伴って実質公債費比率も増加する見込みである。そのため、

新規事業の抑制や交付税措置のある有利な市債の積極的な活用により、

公債費負担の抑制に努めていく。
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将来負担の状況

将来負担比率 [35.3%]
類似団体内順位

47/79
全国平均

15.4
兵庫県平均

30.7

将来負担比率の分析欄

市債の新規発行の抑制等により市債残高が減っているため、平成29年

度以降は改善傾向が続いている。特に令和3年度は前年度から4.3％下が

り、大幅に改善している。これは、ふるさと納税寄附金や普通交付税が増

加したことから、各基金へ積立を行い、基金残高が6.8億円増加したためで

ある。

今後も将来への負担を大きく増やす事が無いよう、事業の見直し等によ

り、基金の取崩しを最小限に抑えるなど、堅実な財政運営に努めていく。
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※「定員管理の状況」の「人口1,000人当たり職員数」の算出に用いる職員数及び「給与水準（国との比較）」の「ラスパイレス指数」については、各調査対象年度の翌年の

地方公務員給与実態調査に基づいているが、令和3年度は令和3年調査の数値を引用している。
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（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 兵庫県三木市令和3年度

経常収支比率の分析

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

75,571

73,649

176.51

37,044,106

36,050,823

937,474

19,811,182

37,706,949

人(R4.1.1現在)

人(R4.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

4.6

35.3

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H29  Ⅱ－２ H30  Ⅱ－２ R01  Ⅱ－２

R02  Ⅱ－２ R03  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和3年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費 類似団体内順位
60/79

全国平均
25.2

兵庫県平均
27.9

人件費の分析欄

人件費に係る経常収支比率は前年度より2.2％減少している。こ

れは、会計年度任用職員（パートタイム）の報酬が増加しているも

のの、普通交付税の増加などで分母となる経常一般財源が大きく

増加し、比率としては下がったためである。

今後も財政負担の抑制に留意しつつ、引き続き適正な定員管理

を行っていく。
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物件費 類似団体内順位
52/79

全国平均
13.8

兵庫県平均
11.7

物件費の分析欄

物件費に係る経常収支比率は前年度より1.7％減少している。こ

れは、新型コロナウイルスのワクチン接種事業に係る事業費など

が増加しているものの、普通交付税の増加などで分母となる経常

一般財源が大きく増加し、比率としては下がったためである。

今後も財政負担の抑制に留意しつつ、引き続き事業の見直しな

どを行い、歳出の抑制に努めていく。
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扶助費 類似団体内順位
42/79

全国平均
12.0

兵庫県平均
12.4

扶助費の分析欄

扶助費に係る経常収支比率は前年度より1.5％減少してい

る。これは、障害福祉サービスに係る給付費や生活保護費な

どが増加しているものの、普通交付税の増加などで分母とな

る経常一般財源が大きく増加し、比率としては下がったため

である。

今後も財政負担の抑制に留意しつつ、引き続き適正な給付

事務等に努めていく。

(%)

18.0

16.0

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

14.7

6.4

9.810.4
11.110.810.6

R03R02R01H30H29

10.0
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12.9

11.6
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その他 類似団体内順位
56/79

全国平均
12.0

兵庫県平均
11.9

その他の分析欄

その他に係る経常収支比率は前年度より0.9％減少している。こ

れは、各特別会計への操出金が増加しているものの、普通交付税

の増加などで分母となる経常一般財源のほうが大きく増加し、比率

としては下がったためである。

今後も財政負担の抑制に留意しつつ、引き続き事業の見直しな

どを行い、歳出の抑制に努めていく。

(%)
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11.712.0

13.7

14.114.4
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12.6

13.5
14.3

14.0
13.1

補助費等 類似団体内順位
9/79

全国平均
10.2

兵庫県平均
9.8

補助費等の分析欄

補助費等に係る経常収支比率は前年度より1.1％減少している。

これは、コロナ禍の事業者支援として実施したテイクアウト応援チ

ケット補助金などが増加しているものの、普通交付税の増加などで

分母となる経常一般財源が大きく増加し、比率としては下がったた

めである。

今後も財政負担の抑制に留意しつつ、引き続き事業の見直しな

どを行い、歳出の抑制に努めていく。
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公債費 類似団体内順位
57/79

全国平均
15.7

兵庫県平均
17.4

公債費の分析欄

公債費に係る経常収支比率は前年度より0.3％増加している。こ

れは、臨時財政対策債などの償還額の増加に加えて、令和2年度

に発行した猶予特例債1.6億円を一括償還したためである。

今後も公共施設等の更新・改修等の大型事業を予定しており、

公債費は増えていく見込みである。そのため、交付税措置のある

有利な市債を積極的に活用するなど公債費の抑制に努めていく。

(%)
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15.4
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17.0
16.7

15.215.215.7

公債費以外 類似団体内順位
26/79

全国平均
73.2

兵庫県平均
73.7

公債費以外の分析欄

公債費以外に係る経常収支比率は前年度より7.4％減少してい

る。これは、経常一般財源を充当する事業費が大きく増加していな

い一方で、普通交付税やふるさと納税寄附金などの経常一般財源

が大幅に増加したためである。

しかし、これは一時的な現象であり、本市の財務体質が改善した

結果ではない。そのため、今後も引き続き、事業見直し等により経

常的な歳出の抑制に取り組む必要がある。
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

5,983,365 79,175 72,345 9.4
8 0 6,087 ▲ 100.0

1,401 19 1,128 ▲ 98.3
- - 9 -

213,888 2,830 2,326 21.7
116,525 1,542 1,625 ▲ 5.1

▲ 451,375 ▲ 5,973 ▲ 4,515 32.3
5,863,812 77,593 79,005 ▲ 1.8

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

6.88 7.50 ▲ 0.62
100.7 98.5 2.2

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

3,492,152 46,210 42,274 9.3

- - - -

5,333 71 53 34.0

869,631 11,507 12,769 ▲ 9.9

324,655 4,296 1,973 117.7

21,340 282 635 ▲ 55.6

- - 1 -

▲ 665,008 ▲ 8,800 ▲ 5,447 61.6

▲ 3,069,586 ▲ 40,619 ▲ 37,418 8.6

978,517 12,948 14,840 ▲ 12.7
※令和4年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H29 4,121,303 52,558 28.3 54,110 ▲ 5.6 33.9

うち単独分 2,439,002 31,104 21.5 30,620 ▲ 6.6 28.1
 H30 1,938,069 24,888 ▲ 52.6 54,684 1.1 ▲ 53.7

うち単独分 1,339,732 17,204 ▲ 44.7 32,829 7.2 ▲ 51.9
 R01 1,749,965 22,657 ▲ 9.0 62,383 14.1 ▲ 23.1

うち単独分 1,287,224 16,666 ▲ 3.1 35,325 7.6 ▲ 10.7
 R02 2,640,161 34,483 52.2 63,812 2.3 49.9

うち単独分 1,752,155 22,885 37.3 33,848 ▲ 4.2 41.5
 R03 2,527,819 33,450 ▲ 3.0 54,225 ▲ 15.0 12.0

うち単独分 1,365,964 18,075 ▲ 21.0 27,337 ▲ 19.2 ▲ 1.8
 過去５年間平均 2,595,463 33,607 3.2 57,843 ▲ 0.6 3.8

うち単独分 1,636,815 21,187 ▲ 2.0 31,992 ▲ 3.0 1.0

（注）人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

当該団体決算額
（千円）

人件費
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）
ラスパイレス指数

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

 H29  H30  R01  R02  R03

（円）
人口1人当たり決算額の推移

（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算)
兵庫県三木市令和3年度

当該団体値 類似団体内平均値

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

47,587

112,665

79,00577,52675,87774,62773,548

R03R02R01H30H29

77,593

74,243
69,21466,76164,796

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

-1,449

37,125

14,84013,07213,05313,50414,303

R03R02R01H30H29

12,948

9,893
6,790

4,841
7,138
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（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 兵庫県三木市令和3年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

75,571

73,649

176.51

37,044,106

36,050,823

937,474

19,811,182

37,706,949

人(R4.1.1現在)

人(R4.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

4.6

35.3

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H29  Ⅱ－２ H30  Ⅱ－２ R01  Ⅱ－２

R02  Ⅱ－２ R03  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和3年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費

類似団体内順位
23/79

全国平均
79,912

兵庫県平均
88,067

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

45,209

115,181

72,345
70,597

63,29962,64761,846

R03R02R01H30H29

79,17577,762

58,85157,50855,602

物件費

類似団体内順位
25/79

全国平均
72,843

兵庫県平均
68,191

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

40,115

152,754

69,913
65,87964,52361,70361,506

R03R02R01H30H29

73,97570,06275,496
68,67268,437

維持補修費

類似団体内順位
72/79

全国平均
6,268

兵庫県平均
4,282

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

848

40,743

5,6884,8793,8904,0774,939

R03R02R01H30H29

1,256
1,8822,0622,9952,999

扶助費

類似団体内順位
26/79

全国平均
137,681

兵庫県平均
141,087

(円)

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

81,514

167,016

111,158

87,53884,02180,12479,866

R03R02R01H30H29

116,488

90,95190,04886,94287,003

補助費等

類似団体内順位
50/79

全国平均
53,485

兵庫県平均
48,075

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

26,023

130,660

61,922

162,417

49,36745,24443,895

R03R02R01H30H29

55,796

162,803

58,39855,21854,420

普通建設事業費

類似団体内順位
64/79

全国平均
59,068

兵庫県平均
57,943

(円)

0

100,000

200,000

300,000

15,246

217,920

54,225
63,81262,38354,68454,110

R03R02R01H30H29

33,450

34,483
22,65724,888

52,558

普通建設事業費 （ うち新規整備 ）

類似団体内順位
65/79

全国平均
15,126

兵庫県平均
11,680

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

0

102,585

12,970
18,54517,40114,157

16,097

R03R02R01H30H29

2,590

1,2211,4122,081

26,531

普通建設事業費 （ うち更新整備 ）

類似団体内順位
41/79

全国平均
31,823

兵庫県平均
37,477

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

9,085

120,489

32,311
36,61434,84030,25727,576

R03R02R01H30H29

28,350
30,928

17,00317,47116,403

災害復旧事業費

類似団体内順位
25/79

全国平均
2,661

兵庫県平均
733

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

35,229

2,396
4,306

3,3342,176

1,308

R03R02R01H30H29

846
1,107

11,894

4,115

967

失業対策事業費

類似団体内順位
1/79

全国平均
0

兵庫県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

R03R02R01H30H29

0
0000

公債費

類似団体内順位
31/79

全国平均
43,933

兵庫県平均
53,969

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

9,262

100,263

43,482

39,705

40,35740,94740,787

R03R02R01H30H29

48,32842,936

38,79739,24539,727

積立金

類似団体内順位
69/79

全国平均
23,151

兵庫県平均
17,213

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

150

82,917

26,405
16,78313,69215,24112,070

R03R02R01H30H29

11,294

3,9133,5082,6061,770

投資及び出資金

類似団体内順位
59/79

全国平均
1,967

兵庫県平均
2,416

(円)

0

10,000

20,000

30,000

0

22,267

3,568
3,6702,7132,5332,276

R03R02R01H30H29

0

0000

貸付金

類似団体内順位
13/79

全国平均
12,562

兵庫県平均
2,917

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

37,729

4,508
5,0964,9985,4055,596

R03R02R01H30H29

10,6208,0288,340
10,28610,757

繰出金

類似団体内順位
12/79

全国平均
38,788

兵庫県平均
39,875

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

14,767

63,998

36,155
34,799

40,540

41,85742,185

R03R02R01H30H29

45,81641,69641,616

38,72136,181

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/79

全国平均
2

兵庫県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

R03R02R01H30H29

0
0000

性質別歳出の分析欄

住民1人当たりのコストが類似団体を上回っているのは、人件費、物件費、扶助費、公債費、貸付金、操出金である。

前年度との比較では、扶助費が25,537円増加している。これは、高校生までの子どもがいる世帯に児童1人当たり5万円を支給する未来応援給付金、住民税非課税世帯等に1世帯当たり10万円を支給する臨時特別給付金などの事業を実施したためであり、コロナ対策による一時的な増加である。その他、補

助費等が令和2年度のみ突出した数値となっているが、これは住民1人当たり10万円を支給した定額給付金事業に係る経費が要因である。

過去5年の推移からは、義務的経費（人件費・扶助費・公債費）がいずれも増加傾向にあることが確認できる。義務的経費が増加すれば、より一層厳しい財政運営を強いられるため、今後は事業の見直し等により、着実にコストの削減を進めていく。
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（6）市町村目的別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 兵庫県三木市令和3年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

75,571

73,649

176.51

37,044,106

36,050,823

937,474

19,811,182

37,706,949

人(R4.1.1現在)

人(R4.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

4.6

35.3

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H29  Ⅱ－２ H30  Ⅱ－２ R01  Ⅱ－２

R02  Ⅱ－２ R03  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和3年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

議会費

類似団体内順位
67/79

全国平均
2,598

兵庫県平均
2,287

(円)

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2,020

4,325

3,171
3,154

3,3243,3273,313

R03R02R01H30H29

2,739
2,7492,7292,7772,746

総務費

類似団体内順位
50/79

全国平均
65,937

兵庫県平均
58,172

(円)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

33,096

196,043

72,807

167,272

61,38459,98654,496

R03R02R01H30H29

61,152

151,976

48,73846,40644,028

民生費

類似団体内順位
20/79

全国平均
202,885

兵庫県平均
207,530

(円)

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

240,000

270,000

132,842

245,039

175,952

150,357
144,984

139,398141,442

R03R02R01H30H29

188,132

157,568154,892
145,814146,501

衛生費

類似団体内順位
30/79

全国平均
50,178

兵庫県平均
52,476

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

26,660

124,721

48,647
43,489

38,28237,895

35,605

R03R02R01H30H29

49,595

39,32436,69935,037

36,279

労働費

類似団体内順位
14/79

全国平均
742

兵庫県平均
603

(円)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

18,837

1,240
1,2361,3641,4391,460

R03R02R01H30H29

1,7601,5581,6971,8972,516

農林水産業費

類似団体内順位
43/79

全国平均
10,605

兵庫県平均
6,765

(円)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

1,304

161,103

14,156
12,71613,56212,78312,565

R03R02R01H30H29

9,102
11,50410,8549,2899,642

商工費

類似団体内順位
33/79

全国平均
23,942

兵庫県平均
9,604

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

2,807

57,039

16,654
18,841

12,23211,57112,062

R03R02R01H30H29

17,507

21,568
16,90717,52618,279

土木費

類似団体内順位
61/79

全国平均
51,726

兵庫県平均
51,640

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

22,463

93,968

44,876
44,80543,98943,55944,763

R03R02R01H30H29

33,060

29,41327,13429,193
34,733

消防費

類似団体内順位
62/79

全国平均
14,900

兵庫県平均
14,467

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

9,984

33,204

16,594

16,951

16,68315,98115,974

R03R02R01H30H29

13,082

17,090

13,36213,31112,199

教育費

類似団体内順位
32/79

全国平均
61,338

兵庫県平均
64,246

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

24,868

102,371

51,41356,567

53,530
47,473

46,381

R03R02R01H30H29

51,742

58,829

47,96146,588

62,804

災害復旧費

類似団体内順位
25/79

全国平均
2,667

兵庫県平均
734

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

35,232

2,396
4,315

3,3342,177

1,308

R03R02R01H30H29

846
1,107

11,894

4,115

967

公債費

類似団体内順位
31/79

全国平均
43,985

兵庫県平均
54,074

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

9,262

100,263

43,483

39,706

40,35840,95840,788

R03R02R01H30H29

48,32842,936

38,79739,24539,727

諸支出金

類似団体内順位
9/79

全国平均
813

兵庫県平均
2,170

(円)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

16,587

375738989226

R03R02R01H30H29

0
0000

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/79

全国平均
2

兵庫県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

R03R02R01H30H29

0
0000

目的別歳出の分析欄

住民1人当たりのコストが類似団体を上回っているのは、民生費、衛生費、労働費、商工費、教育費、公債費である。

前年度からコストが大きく増加しているのは、民生費（＋30,564円）と衛生費（＋10,271円）である。民生費の主な増加要因は、高校生までの子どもがいる世帯に児童1人当たり5万円を支給する未来応援給付金や、住民税非課税世帯等に1世帯当たり10万円を支給する臨時特別給付金などの事業である。ま

た、衛生費の主な増加要因は、新型コロナウイルスのワクチン接種事業である。いずれも、コロナ対策として緊急的・臨時的に実施したものであるため、民生費及び衛生費の大幅なコスト増加は一時的なものである。

しかしながら、民生費は高齢化に伴う扶助費の増加などにより、増加の一途を辿っており、今後もこの傾向が続くものと見込まれる。その他にも、今後予定している公共施設等の更新・改修等による公債費の増加も見込まれる。そのため、今後は事業の見直し等により、着実にコストの削減を進めていく。
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